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地域の家庭裁判所が真に住民の人権保障の砦たりうるために
～司法ＩＴ化のすき間で生じる子ども・高齢者・障害者の権利救済・権利擁護支援の視点から～

家庭裁判所は社会的弱者支援の
使命を担って生まれた

　１９４９（昭和２４）年１月１日、家裁は、日本国憲法が施行され
ても戦災孤児を始めとした社会的弱者の権利が損なわれがちであった
社会の変動期に、新憲法の理念を実現すべく社会的弱者支援という使
命を担って発足しました。スローガンは「家庭に光を、少年に愛を」
でした。
　現在、家裁は、地域共生社会の実現に向けて、新たな重要な役割を
担っています。他方において、今、社会にはＩＴ化による大きな変動
の波が押し寄せています。効率化の名の下に家裁支部等の統廃合を始
めとした人的物的機能低下が生じた場合、犠牲になりやすいのが子ど
もや高齢者・障害者を始めとする地域住民です。このような社会の変
動期にこそ、設立当初からの理念に立ち返るとともに、地域福祉が求
める新たなニーズにも応え得る家裁の充実を真剣に議論し具体的に実
現することが求められます。

コロナ禍で生じた医療提供体制の崩壊と
経済的理由による受診抑制

　コロナ禍において、感染患者の受入先となった公立・公的病
院の医療は逼迫し、医療崩壊を招く事態となりました。経済的
理由による受診抑制として、手遅れ死亡事例も報告されていま
す。そこから見えてくるのは、正規非正規を問わず、また年金
受給者も含め、生活困窮層がコロナ禍で一層困窮に陥り、受診
抑制の結果、重傷化や手遅れを招いていることです。

医療費等の国際比較
　国は医療費の増加を強調し、医療費の抑制が必要だとします。
しかし、日本は高い高齢化率にもかかわらず、他の先進国に比
べて医療費の支出が少なく、特に国民皆保険制度がないアメリ
カでは公的医療支出が最も多いのに対し、国民皆保険制度をと
る日本がいかに少ないかに注目すべきです。また、近年の医療
費の伸び率の国際比較では、日本はＯＥＣＤ平均を大きく下
回っています。医師数の推移においては、ＯＥＣＤ平均との差
は大きく開くばかりです。ＯＥＣＤ平均と比べて、１３万人の
医師が不足しています。

新自由主義的医療改革からの転換
　新自由主義的医療改革から「医療へのアクセス」が保障され
る医療保障改革への転換が必要です。それは、どのような地域
に暮らしていても、また、経済的事情にかかわらず、等しく住
民のいのちが大切にされる医療の実現を目指し、地域に暮らす
住民のニーズ、医療の現場からのニーズに応える医療制度の再
構築を図るものです。シンポジウムでは、これまでの国の医療
費抑制・患者負担増の政策を検証し、国からの押し付けではな
く、住民、地域医療を支える現場の医療従事者、地域のニーズ
を踏まえ、「医療へのアクセス」が保障される仕組みについて、
様々な登壇者の講演、報告、パネルディスカッションを通じて
検討します。

「長野モデル」の当地長野県での開催
　長野県は、全国１位、２位の長寿県でありながら、後期高齢
者一人当たりの医療費は、最も低い部類に属しています。これ
は「長野モデル」として全国に知られており、若月俊一（わか
つきとしかず）医師ら先人が理念をもって実践した地域医療で
す。長野県での本シンポジウムの開催は、住民のいのちを守る
医療とは何か、医療の原点を問いうるものになると期待します。
多くの皆様のご参加をお待ちしています。

「新自由主義的医療改革」による
医療費抑制策

　日本で、１９９０年代から始まった医療費抑制策、すなわち、
「新自由主義的医療改革」により、病床数の削減と医療提供体
制の後退がなされ、また、医療費の国民・患者負担増が進めら
れてきました。とりわけ日本の社会保障制度についての基本的
な考え方を示した社会保障制度改革推進法では、「自助」が強
調され、国の役割を「公助」として位置付け、国の役割を後退
させました。そして、同法を受けた医療介護総合確保推進法に
より、都道府県が「地域医療構想」を策定し、病床の機能分化、
病床数の削減が計画的に実施されています。国は、公立・公的
病院の統廃合を進め、その過程において、４２４の医療機関を
名指しして再編統合を推し進めようとしました。

保険料滞納と経済的理由による受診抑制
　日本の医療費負担は、社会保険方式が採用され、しかも、保
険料負担に加え窓口負担（３割負担、後期高齢者では１割負担、
ただし、一定以上の所得のある者は２割負担に増額）がありま
す。国民健康保険料の滞納状況を見ると、国民健康保険全世帯
中の１割を超え、保険料が支払えず、短期被保険者証や資格証
明書が交付されている世帯も相当数に上ります。また、無保険
状態に置かれている世帯も少なくありません。経済的理由によ
る受診抑制の調査結果を見ると、低所得層では、薬を処方して
もらわなかったり、具合が悪いところがあるのに医療機関に行
かなかったりしたことがあるとの回答が相当の割合になりま
す。格差と貧困が進んだ日本において、国民皆保険はもはや機
能していない状況であると言えます。コロナ禍は、更にその傾
向を深刻なものにしています。

現状でも不十分な家庭裁判所の人的物的基盤
　家事事件は、２０１０年時の８１万５０５２件（家裁に申し立てられ
た事件総数）が、２０２０年には１１０万５３８３件と大幅に増加して
おり、その内容も複雑・多様化しています。このような現状を踏まえ、
家裁には手続の各段階においてきめ細やかな対応が求められています。
ところが、家裁は全国に本庁５０庁の他２０３支部及び７７出張所が設
置されているものの、裁判官が常駐していない支部が４４、原則として
事件の受付業務しか行っていない出張所が２０もあります。
　裁判官・家裁調査官等の人員不足により、審理は長期化しやすく、調
査にも十分な人員と時間をかけられない等の不都合が慢性化しています。

高齢者・障害者の権利擁護のために
家庭裁判所が果たすべきこと

　高齢者・障害者の権利擁護の重要な手段として、成年後見制度の利用
は増加し、制度の適切な運用は家裁に求められる重要な役割になってき
ました。そして、成年後見制度利用促進法の下、第一期成年後見制度利
用促進基本計画では、権利擁護支援の地域連携ネットワーク作り等の取
組が提案され、地域の家裁においても福祉・行政との連携を図り地域の
協議会に参加する等の一定の進展が見られましたが、行政関係者からは、
依然、家裁は敷居が高い等の受止めをされた例も多いと思われます。
　２０２２年に閣議決定された第二期成年後見制度利用促進基本計画で
は、運用改善にとどまらず、制度の見直しと総合的な権利擁護支援施策
の充実に踏み込むことが示されました。今後、権利の救済に加えて意思
決定支援を重視するとともに、本人のニーズの変動をこれまで以上にき
め細かく把握する必要のある方向性で見直しが検討されるものと考えら
れます。そのために家裁が果たすべき役割は何なのか、家裁が備えるべ
き人的物的基盤とはどのようなものなのか、皆さんと共に考えていきた
いと思います。
　また、裁判所のバリアフリー化等の問題とともに、ＩＴ化によって高
齢者や障害者の利用が制約されることのないよう、司法アクセス全般の
問題について検討します。

子どもの権利擁護のために家庭裁判所が
果たすべきこと

　２０２１年度（厚生労働省速報値）の児童相談所における児童虐待相
談対応件数は過去最多の２０万７６５９件を記録しました。政府は、児
童相談所の体制強化のため２０１８年度から２０２２年度までの間に児
童福祉司及び児童心理司を合計約３５００人増員し、更に２０２３年度
からの４年間で約２０００人を増員する方針を打ち出しています。他方、
裁判所では児童虐待対応に向けた体制改善は特に見られず、裁判官も家
裁調査官も１０年以上にわたりほとんど増員されていません。
　また、離婚事件等における子どもの権利に対する裁判所の配慮は不十
分であると言わざるを得ず、子どもの意見等が確認されないまま親権者

や面会交流条件が定められることも多い現状は、子どもの最善の利益が
主として考慮されるべきことや子どもの意見表明権の保障をなおざりに
しているといえます。
　そもそも、家裁支部の中には家裁調査官が常駐していない支部や試行
面会室（児童室）がない支部も多数存在します。このような地域間格差
やその改善策についても検討します。

地域の家庭裁判所が果たす役割について
　家事事件は、裁判官や調停委員が当事者間の細やかな感情の揺れを感
じ取り理解した上で、事件の背後にある人間関係や環境を考慮した解決
に導くことが理想であり、ＩＴ化では十分に対処できない問題も多々存
在します。
　本シンポジウムでは、裁判を受ける権利や平等権の視点からはもちろ
ん、ユビキタス・アクセスや手続サポートの視点からも、地域の家裁の
存在意義について検討していきます。ＩＴ化をきっかけとした支部や出
張所の統廃合など、あってはなりません。
　地域に根差した今後の家裁のあるべき姿について、是非一緒に考えま
しょう。皆様のご参加をお待ちしております。
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